
千葉市監査委員告示第６号 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、定期監査及び行政

監査の結果に基づき講じた措置について、別添のとおり千葉市長から通知がありましたので、公

表します。 

 

    平成２６年６月３日 

 

千葉市監査委員 宮 下 公 夫 

同       宮 原 清 貴 

同       黒 宮   昇 

                   同       石 橋   毅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２６千総総第１７３号 

平成２６年６月２日 

 

 千葉市監査委員 宮 下 公 夫 様 

 同       宮 原 清 貴 様 

 同       黒 宮   昇 様 

 同       石 橋   毅 様 

 

千葉市長 熊 谷 俊 人   

 

 

監査の結果に基づき講じた措置について（通知） 

 

 

 平成２２年度監査報告第１１号、平成２５年度監査報告第１号、平成２５年度監査報告第１０

号、平成２５年度監査報告第１２号及び平成２５年度監査報告第１３号により報告のあった監査

の結果に基づき講じた措置について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２

項の規定により別紙のとおり通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



報告書番号 ２５監査報告第１号 

監査の種類 財務定期監査 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（１）収入事務 

イ 督促状の送達を適正に行うべきもの（保健

福祉局） 

予算会計規則第３７条第１項によると、

調定した歳入について納期限を過ぎても

納入に至らないものがあるときは、納期限

後２０日以内に督促状により督促しなけ

ればならないとされている。 

しかしながら、一部の歳入については、

債務者から納期限までに納入されなかっ

たにもかかわらず、督促を行っていなかっ

た。 

督促状の送達については規則に基づき適

正に行われたい。 

 

 

 

 督促状の送達については、予算会計規則に基づ

き適正に行うよう所属長から職員に対して周知

徹底を図った。 

 なお、調定した歳入のうち納期限を過ぎても納

入されていなかったものについては、平成２６年

２月までに督促状により督促を行った。 



報告書番号 ２５監査報告第１０号 

監査の種類 財務監査 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（１）収入事務  

ア 送電線路設置に係る道路占用料の徴収を

適正に行うべきもの（建設局） 

道路法第４条によると、道路を構成する

敷地、支壁その他の物件については、私権

を行使することができないとされており、

同法第３２条第１項で、道路に工作物、物

件又は施設を設け、継続して道路を使用し

ようとする場合においては、道路管理者の

許可を受けなければならないとされてい

る。また、同法第３９条第１項によると、

道路管理者は、道路の占用につき占用料を

徴収することができるとされている。 

しかしながら、送電線路設置に係る道路

の占用については、占用者と本市との間で

取り交わした土地使用協定により道路の

使用を認め、当該協定を根拠として占用料

相当額を徴収しており、道路占用許可を根

拠として占用料の徴収を行っていなかっ

た。 

送電線路設置に係る道路占用料の徴収に

ついては法令に基づき適正に行われたい。 

 

 

 

 送電線路設置に係る道路占用料の徴収につい

ては、平成２６年４月に占用者から道路占用許可

申請書の提出を受けて許可を行い、当該許可を根

拠として占用料の徴収を行っている。 

 

（３）財産管理事務  

ア 道路の占用許可を適正に行うべきもの（建

設局） 

道路占用規則第２条第１項によると、道

路の占用許可を受けようとする者は、道路

占用許可申請書を市長に提出しなければ

ならないとされている。 

しかしながら、道路における郵便差出箱

及び駅前タクシー乗場標識に係る占用許

可の状況を抽出して確認したところ、道路

が占用されているにもかかわらず、占用者

に道路占用許可申請書を提出させていな

い事例が見受けられた。 

道路の占用許可については、規則に基づ

き適正に行われたい。 

 

 

 

 道路の占用許可については、各土木事務所管理

課職員に対し維持管理課主催の説明会を開催し、

道路占用規則に基づき適正に行うよう周知徹底

を図った。 

 なお、郵便差出箱については、平成２６年３月

までに占用者から道路占用許可申請書の提出を

受けて許可を行った。また、駅前タクシー乗場標

識については、新たな設置基準により、許可を行

うとともに、基準に適合しない物件については、

平成２６年４月までに撤去を行わせた。 

 



報告書番号 ２５監査報告第１２号 

監査の種類 財務定期監査 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（１）収入事務  

イ 現金出納簿を備えるべきもの（都市局） 

予算会計規則第１１１条によると、現金

取扱員は、現金出納簿を備え、取り扱う現

金のすべてを記入しなければならないと

されている。 

しかしながら、動物公園では、動物公園

サポーターの寄附金等を取り扱っている

が、取り扱う現金のすべてが記入されてい

る現金出納簿が備えられていなかった。 

現金出納簿については、財務事務を行う

上で最も基本となる帳簿であることから、

規則に基づき備えられたい。 

 

  

現金出納簿については、所属長から現金取扱員

に対して予算会計規則に基づき備えるよう周知

徹底を図り、平成２６年３月に現金出納簿を備

え、以後、適正な管理に努めている。 

（２）契約事務 

ア 希望型指名競争入札に係る入札参加資格

要件の設定を適正に行うべきもの（こども未

来局） 

「業務委託に係る希望型指名競争入札の

入札参加資格要件等の設定について」（平

成２２年１２月２７日付け財政部長通知）

によると、清掃業務、警備業務、機械設備

等維持管理業務の委託に係る希望型指名

競争入札の入札参加資格要件の設定に当

たり、実績要件については、履行実績を官

公庁のみに限定するなど、必要以上に過度

な実績要件を設定することにより、参加者

数が限られることのないよう、適切な設定

を行うこととされている。また、面積

要件については原則として延床面積

３，０００㎡以上の施設について設定する

ことができるものとされている。 

しかしながら、清掃業務、警備業務、機

械設備等維持管理業務委託に係る一部の

希望型指名競争入札については、実績要件

を官公庁のみに限定している事例や、施設

の延床面積が３，０００㎡未満であるにも

かかわらず、面積要件を設定している事例

が見受けられた。 

希望型指名競争入札に係る入札参加資格

 

 

 

 

希望型指名競争入札に係る入札参加資格要件

の設定については、所属長から職員に対して「業

務委託に係る希望型指名競争入札の入札参加資

格要件等の設定について」の周知徹底を図り、平

成２６年度契約分から適正に行っている。 

 



要件の設定については、通知に基づき適正

に行われたい。 

  

 


